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福 祉

等

雇 用

○ 関係機関等との連絡調整
○ 就労に結びつくサービスの提供 等

○ 生活相談・助言
○ 福祉給付による生活支援

地 方 自 治 体

福祉 ・ 労政 ・ 商工 等

生
活
支
援
等

○就労支援チームによる支援
○障害者就業・生活支援センターによる支援

福
祉
受
給
者
等

産 業 界

○ 生活保護受給者等就労支援事業
（就職支援ナビゲーターによる支援、トライアル雇用、公共職業訓練等）

○ 障害者雇用率達成指導、職業相談・職業紹介

企

業

就
労
支
援

福祉事務所、母子家庭等就業自立支援センター、

障害福祉サービス事業所 等

ハローワーク

連

携

生 活 保 護 世 帯

母 子 世 帯

障 害 者

○ 福祉を受ける方に対して、可能な限り就労による自立・生活の向上を図る。（※）

－ 国民が社会的、経済的、精神的な自立を図る観点から、自ら、働いて生活を支え、健康を維持する、といった

「自助」を基本に、それを「共助」、「公助」が支える福祉社会を構築
※ 自立の支援や生活の向上が目的－自助努力のみでは生活に困窮する方に対しては福祉により適確に対応

○ 緒についたばかりの福祉事務所等とハローワークの連携による「福祉と雇用の連携」施策、
地方自治体における自立支援策を加速
例 福祉事務所において、自立・就労意欲のある生活保護や児童扶養手当の受給者を選定し、ハローワークにおいて、就労支援を実施

○ 「福祉から雇用へ」の実効性を高めるため、関係機関の連携を促進するとともに、産業界等の
理解・協力を得ながら（※）、『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』として実施

※ 産業界・企業の理解、協力
・ 職業紹介、職業訓練等を受けた後における雇用の機会の確保
・ 母子世帯等の実情を踏まえた多様な働き方や、障害者雇用率達成の必要性への理解などの意識改革
・ 企業の生産性の向上などにより、安定した雇用機会の創出や、賃金の引上げを図ること
福祉施設関係者、特別支援学校関係者等の意識改革も必要

『「福祉から雇用へ」 推進５か年計画』（平成１９年１２月２６日厚生労働省）の考え方
～誰でもどこでも自立に向けた支援が受けられる体制整備～



～18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

雇用

企業・国民

の意識改革

（就労支援）

（受入促進）
各省庁・各自治体における「チャレンジ雇用」の推進・拡大

就職につながる良質な就労移行支援サービスの提供

「工賃倍増５か年計画」による福祉的就労の底上げ

（障害者）

「障害福祉計画」の策
定

「障害者就業・生活支援センター」の全国展開等、地域のネットワークの強化

障害者雇用促進法制の整備

（厚生労働省において取組み）

（生活保護世帯・母子家庭世帯・障害者）

連

携

（生活保護世帯・母子家庭世帯・障害者）

（生活保護世帯・母子家庭世帯・障害者）

企業の経営者・労働組合・従業員、福祉関係者等の意識改革と、相互の協力関係の構築等を
通じ、雇用機会を拡大

（障害者）

（障害者）

ハローワークによる取組の強化（障害者雇用率達成指導､きめ細かな職業紹介等就職支援）

福祉
「支援プログラム」の策定・「母子家庭

等就業・自立支援センター」の全国実施
効果的運用

（生活保護世帯・母子家庭世帯）

ハローワークを中心

とした「チーム支援」

の開始

ハローワークを中心とした「チーム支援」の全国展開、体制・機能の強化

（障害者）

23年度

（企業ノウハウの活用）

『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』のイメージ

助走期間 集中的強化期間 継続実施

○ 福祉から雇用への移行を推進する「５か年計画」を策定するとともに、具体的な「目標」を定めて取り組む。

（特に、１９～２１年度の３年間に集中的に取組を強化する。）


